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令和４年度人材開発統括官重点施策と予算案の概要について                      

                    

第１ 未来社会を切り拓く人材育成・就職支援   

６８８（１７１）億円 
１ 民間の知恵を活用して実施する「人への投資」の強化【新規】 ５０４（０）億円 
  

人への投資を抜本的に強化するため、３年間で 4,000 億規模の施策パッケージ

を新たに創設することを受け、人材開発支援助成金において、民間からの提案を踏

まえてメニュー化した訓練を高率助成の対象とする等により、デジタル人材等の育

成を図る。 
 

２ 求職者支援制度による再就職支援            １４５（１４３）億円 
  

新型コロナウイルス感染症の影響により、やむを得ず離職した方の再就職を促

進するため、就職に必要な技能及び知識を習得するための求職者支援制度の活用を

推進する。 

 

３ 新規学卒者等（専門学校生等）への就職支援【新規】     ４．６（０）億円 

 

第２の就職氷河期世代をつくらないよう、新卒応援ハローワーク等に就職支援

ナビゲーターを新たに配置し、特に新型コロナウイルス感染症の影響を強く受けた

分野の専門学校生・未就職卒業者への支援を強化する。 

 

４ IT 分野等の新たなスキルの習得に向けた職業訓練の強化【新規】 

      ７．０（０）億円 

 

ＩＴ分野のコース設定の促進を図るため、公的職業訓練におけるＩＴ分野の資

格取得をめざす訓練コースについて、資格取得率等を満たした場合、訓練実施機関

に対する訓練委託費等の上乗せを行う。 

また、全国の生産性向上人材育成支援センターにＤＸ人材育成推進員（仮称）を

配置すること等により、中小企業におけるＤＸ人材育成の推進を図る。 

 

５ 雇用と福祉の連携による離職者への介護・障害福祉分野への就職支援 

      ９．０（８．５）億円 

 

新型コロナウイルス感染症の影響による離職者の再就職や、介護・障害福祉分野

における人材確保を支援するため、ハローワーク、訓練機関及び福祉人材センター

の連携強化による就職支援、介護・障害福祉分野の職業訓練枠の拡充のため、訓練

に職場見学・職場体験を組み込むことを要件に訓練委託費等の上乗せ等を実施する。 

 

６ ジョブ・カードの活用等を通じたキャリアコンサルティングの普及促進 

２１（２１）億円 

 

キャリア形成サポートセンターを通じ、労働者がジョブ・カードを活用したキャ

リアコンサルティングを受けられる機会を提供（オンライン、土日夜間の強化含む）
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するとともに、企業内で定期的にキャリアコンサルティングを受ける仕組み（セル

フ・キャリアドック）の導入支援を強化する。 

また、労働者の主体的なキャリア形成を支援する観点から、ジョブ・カードのデ

ジタル化を進め、マイナポータルとの連携を図る。 

                     

第２ 多様な人材の活躍促進                      ２０７（２２０）億円                                                                    

１ 就職氷河期世代の活躍支援                   ８３（９４）億円      

 
（１）地域若者サポートステーションにおける就職氷河期世代の無業者の支援 

  ４７（５２）億円 

                         

地域若者サポートステーションにおいて、就職氷河期世代の方々に対する継続

的な支援を実施するとともに、オンラインによる相談支援を推進する。 

 
（２）短期間で取得でき安定就労に有効な資格等の取得支援   ２６（２７）億円 

                          

就職氷河期世代の方向けに創設した「短期資格等習得コース」において、短期間

で取得でき、安定就労につながる資格等の習得を支援するため、業界団体等に委託

し、訓練と職場体験等を組み合わせ、正社員就職を支援する出口一体型の訓練を実

施する。また、当該訓練を職業訓練受講給付金の給付対象とし、安心して受講でき

るよう支援する。 

 
（３）就職氷河期世代の活躍支援のための都道府県プラットフォームを活用した支援等   

１０（１４）億円 

                        

官民協働で就職氷河期世代の活躍支援に取り組む「都道府県プラットフォーム」

において、支援策の周知広報、企業説明会の開催等を通じ、就職氷河期世代の雇入

れや正社員化等の支援に取り組むとともに、好事例の発信を実施する 

また、就職氷河期世代に対する国の各種支援策について、SNS 広告、動画広告、

インターネット広告等のメディアを活用し、就職氷河期世代本人やその家族等、そ

れぞれの置かれている状況を踏まえ、様々なルートを通じた広報を実施する。 

 

２ 精神障害者等の多様な障害特性に対応した就労支援の推進   ６２（６４）億円                              

 

障害者職業能力開発校において、「職業訓練上特別な支援を要する障害者」に重

点を置いた職業訓練を実施する。 

また、精神障害者等の受入体制を整備するため、職業能力開発校において精神保

健福祉士等を配置するとともに、精神障害者等の受入れに係るノウハウを普及し、

対応力を高める。 

 

３ 外国人技能実習機構における実地検査や相談支援の適切な実施等        

６２（６２）億円                              

 

外国人技能実習機構において監理団体及び実習実施者による雇用管理改善を促

進するための事業等を実施するほか、監理団体・実習実施者に対する実地検査や技

能実習生に対する相談支援等により、制度の適正な運用を図る。 
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［人材開発統括官］

千円 千円 千円 千円 千円 ％

一　般　会　計 12,986,907 12,675,741 12,634,078 ▲ 41,663 ▲ 352,829 97.3

(うち義務的経費） (7,623,735) (7,620,235) (7,582,244) ▲ 37,991 ▲ 41,491 99.5

(うち裁量的経費） (5,363,172) (4,826,855) (4,823,183) ▲ 3,672 ▲ 539,989 89.9

(0) (228,651) (228,651) 0 － －

労働保険特別会計 193,313,423 168,712,837 219,510,704 50,797,867 26,197,281 113.6

2,136,934 2,049,057 2,042,294 ▲ 6,763 ▲ 94,640 95.6

191,176,489 166,663,780 217,468,410 50,804,630 26,291,921 113.8

206,300,330 181,388,578 232,144,782 50,756,204 25,844,452 112.5

対前年度
比較増▲減額

前年比

令和４年度予算案総括表

対要求
比較増▲減額

合　　　　　計

令和４年度
予　算　案

(うち推進枠）

（　労　災　勘　定　）

（　雇　用　勘　定　）

区　　　　　分
令和３年度
予　算　額

令和４年度
概算要求額



１ 企業内人材開発支援室（内５１８９）

２ 訓練企画室（内５６００）

３ 若年者・キャリア形成支援担当参事官室（内５３３７）

４ 訓練企画室（内５９２６、５６００、５９２３）

５ 訓練企画室（内５９２６、５６００）

６ キャリア形成支援室（内５９５９）

１

（１） 地域若者サポートステーションにおける就職氷河期世代の無業者の支援 若年者・キャリア形成支援担当参事官室（内５９３７）

（２） 短期間で取得でき安定就労に有効な資格等の取得支援 政策企画室（内５９２９）

（３）
就職氷河期世代の活躍支援のための都道府県プラットフォームを活用した支援
等

若年者・キャリア形成支援担当参事官室（内５６９５）

２ 特別支援室（内５９６２）

３ 海外人材育成担当参事官室（内５６０３）

第２　多様な人材の活躍促進

精神障害者等の多様な障害特性に対応した就労支援の推進

外国人技能実習機構における実地検査や相談支援の適切な実施等

就職氷河期世代の活躍支援

ジョブ・カードの活用等を通じたキャリアコンサルティングの普及促進

主要事項の担当課室名

項　　　　　目 担当課室名（内線）

第１　未来社会を切り拓く人材育成・就職支援

雇用と福祉の連携による離職者への介護・障害福祉分野への就職支援

新規学卒者等（専門学校生等）への就職支援

求職者支援制度による再就職支援

IT分野等の新たなスキルの習得に向けた職業訓練の強化

民間の知恵を活用して実施する「人への投資」の強化


